












































































































































































































































































○人 々の最低限の生活を保障しよ うとした福祉国家とし ての役割や働























○貧富 の差 の拡大という福祉国家 の危機に直面している。
○工業化 による労 働力の市場化 に対 応するために、アメリカは低水準
の社会扶助など福祉の家族化という家族に対 する政策を前提とした。
そして、低水準 の失業保険などで労働力の商品化を進める労 働者に
対する政策 により市場を活性化 させることで、福祉の低 コスト化と
豊かな労働者の増加をはかった。その結果、市場における能力によっ
て貧富 の差が拡大した。
○工業化 によ る労 働力の市場ｲﾋに対 応するために工業国は福祉 の家族
化という家族 に対する政策を 前提 としながら、労働力 の商品化 とい































ビスを 保障 し貧富 の差の解消を 目指し た。そのため、 強制的な社会
保険による労働力 の脱商品化という労 働者に対 する政策を すすめたo
一方で、家族手当などを失業者に限定するなど福祉の家 族化 という
家族に対 する政策が依然として前提とさ れた。この結果、 高齢化に
よる家族 への負担が増大するなど、少子高齢化にともなう家族問題
に直面しているo
O 工業化によ る労 働力の市場化に対 応する ために、工業 国は福祉の家
族化という家族 に対する政策と、 労働力 の脱商品化という労 働者に
対する政策を行 う保守主義型福祉国家を形成した。その結果、家族
































福祉の脱家 族化を めざす家族に対 する政策を行ったo また、失業中
に90％の前賃金を保障するなど労働力 の脱商品化という労働者 に対
する政策もすすめた。この結果、膨大な費用が必要となったo
O 脱工業化 によ る女性の社会化に対 応するために、工業国は、家族を
維持する福祉の脱家族化という家族に対する政策と、労働力 の脱商



































































の啓発も強化 することで、より多 元型 の福祉国家の形成を 目指す。


















○機械の発明や人物 ではなく、工業化に起因 する問題とそれに対 応し
た福祉国家 の特色と今後の在り様の事 例を学習した。
○福祉国家 という工業国の対応を視点 にして、社会問題の性質 が工業
化による労働力 の市場化に起因するものか ら脱工業化による女 性の
社会化に起因するものへ変化していると授業者が解釈し、その解釈
を学習した。
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学習可能 な内容 教 材認識
資料名 内容





1960年代以 降上昇 していると ともに，先
進国 の中で平均 所得の半分 に満 たな い家
庭 の子供の割合が高いことを示す。
福祉国 家 アメ リカ は貧 富 の差 の拡大
という危機に直面 している。
工 業 化 に よ る労
働力 の市 場化 に
対 応 す る た め に
工 業 国 は 福祉 の
家 族 化 と 労 働力
の商 品 化 と い う
政 策 を 行 う 自由
主 義 型 福 祉国 家
を 形 成 し た。 そ
の結 果， 市 場 に
お け る能力 に よ
り 貧 富 の 差 が拡






生 活の危機を克服する ため に，均一的な
社 会保険を導入し適切な所得を保障 する
ことが重 要であること の主張・提言。
労働問 題を 解決 す るた めに， アメ リ
カ は福祉 の家 族化を はか る家族 に対
する 政策 と労 働力 の商 品化 を すす め
る労 働者 に対 す る政策 によ って 福祉
国家化 を目 指 した。 そ の結果， 市民






どの平均 給付額 の一覧。労 働者政策 の失
業 保険や年金保険の給付額 と家族政 策で
ある社会扶助の給付額が低水準で あるこ
とを示す。
８ オースト ラリアの福祉 政策 オ ースト ラリア の社会保障 は，労 働者の
生 活は最低賃金制 により保 障し，労 働能
力 のない者について は社会保 障制 度で補
うが，そ の他 は自分 たちで努力 するとい
う考え方から出発して いることの説明。
オー スト ラリア もア メリ カ と同 様 の
労 働力 の商品 化 と福 祉の家 族化 を福
祉政策 の中心 とす る福祉国
家であ る。
の世帯 が収入を完全に独占して いることを現す






































義型福祉国家の 匚労働力 の市場化」と 匚家族の福
祉化」 という要素的枠組みを説明できる事例が選
択されている。つまり，歴史授業段階の教材は資
料であり，その選択原理は教育内容の要素的枠組
みを説明できる事例となる。
また，小単元 ２はこれらの資料を用い学習を進
めることで一つの授業を作り出している。（1）授業
の導入としてアメリカの貧富の差の拡大 について
の資料５を配列し，自由主義型福祉国家が貧富の
差などの福祉国家の危機に直面していること，そ
して，その危機の原因が自由主義型福祉国家の労
働力 の商品化と，福祉の家族化という政策にある
ことを反省的に追究する。そして, (2)授業の展開
としてアメリカの労働者と家族に対する福祉政策
についての資料６・フを配列し，危機の原因であっ
た自由主義型福祉国家 の政策は，労働力 の市場化
に起因する労働問題に対応するものであることを
顕在化する。また, (3)授業の終結としてオースト
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ラリアの政策についての資料８を配列し
，自由主
義型福祉国家として
一般化する。
小単元２の教材である資料５～８は自由主義型
福祉国家の要素的枠組みを反省的に追究し
，一般
化できるように配列されているのである
。このこ
とから
，歴史授業段階の教材配列原理は，事例の
反省的な
一般化・概念化となる。
まとめると
，歴史授業段階における教材は資料
である
。そして，教育内容の要素的枠組みを説明
できる事例を選択原理とし
，事例の反省的な一般
化・概念化を配列原理として構成される。
IV.研究の小括
本研究は世界史単元「工業化を考える～福祉国
家を視点にして～」を事例にして，歴史を手段化
する教材構成原理を解明してきた
。本単元におい
て明らかにしたことは次のようなことである
。
本単元は社会科教育と同様に厂国家・社会の形
成者
」の育成を目標とする。そのため，この目標
を説明できる匚近代国家の社会的関係の形成」と
いう枠組みを選択原理とし
，教育内容を厂工業国
による福祉国家の形成」と設定する。そして，こ
の教育内容を説明できる教材概念として「福祉国
家
」が選択され，教材となる。この教材は単元に
おいては自由主義型福祉国家などの下位の教材概
念となる
。この下位の教材概念は匚労働者に対す
る政策
」と「家族に対する政策」という教育内容
の構造的枠組みを選択原理とし
，また，この枠組
みの歴史的規範性を配列原理として構成する
。さ
らに
，下位の教材概念は小単元ごとの授業では資
料となる
。この資料は「労働力の商品化」と厂福
祉の家族化
」などの教育内容の要素的枠組みを説
明できる事例を選択原理とし
，また，事例の反省
的な一般化・概念化を配列原理として構成する。
このことから
，歴史を手段化する教材構成原理
として明らかにしたことは次のようなことである
。
剛　社会科教育の目標に従って教育内容は選択され，教材は教育内容を説明する概念が選択
される。
（2）単元段階における教材は下位の教材概念と
なる
。そして，その選択原理は教育内容を説
明する構造的枠組みであり，配列原理は枠組
みの歴史的規範性である。
（3）授業段階における教材は資料となる
。そし
て
，資料の選択原理は教育内容の要素的枠組
みを説明できる事例が選択原理となる
。そし
て，事例の反省的な一般化・概念化が配列原
理となる。
このように教材論を中心に論じることで
，本研
究は次のような歴史授業研究上の意義をもつ
。
剛　教材は教育論段階
，カリキュラム論段階，
授業論段階で論じることができる
。
（2）教材は教育論段階
，カリキュラム論段階，
授業論段階の各段階で教育内容に基づく教材
概念
，下位教材概念，資料のように形態と
して変化させることができる。
（3）教材は教育内容に基づく選択原理と配列原
理で構成される。
この結果
，本研究は歴史を手段化し，民主主義
社会を形成する資質を育成する歴史授業の理論化
を進めた
。そして，歴史教育研究上，社会科歴史
の在り方を追究するものとして意義かおる。
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